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「女性活躍・働き方応援シンポジウム」アーカイブ配信のお知らせ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２月１５日に開催しました「女性活躍・働き方応援シンポジウム」を期間限定で３月２９日（金）まで

アーカイブ配信しています！ 
ジャーナリストで AERA 元編集長の浜田敬子氏から「なぜ企業の意思決定層に女性が必要なのか」を

テーマとしたご講演や、先進企業の経営者や女性のロールモデルをゲストに迎え、これまでの取組事例

や考え方を伺うトークセッションなどを内容とするシンポジウムを開催しました。 
 当日ご覧になれなかった方、もう一度ご覧になりたい方も、ぜひ、あなたにエール！～いばらき女性活

躍・働き方応援ポータルサイト～からご視聴ください！ 
 
プログラム 

第一部 「令和５年度茨城県女性リーダー登用先進企業表彰」表彰式 

 第二部 基調講演「なぜ企業の意思決定層に女性が必要なのか」 

     ・講師 浜田 敬子 氏（ジャーナリスト） 

 第三部 トークセッション  

          ・ファシリテーター：遠藤 和氏((株)キャリアアンドブリッジ 取締役) 

     ・パネリスト   ：浜田 敬子氏（講演講師） 

鍋嶋 洋行氏（大橋運輸(株) 代表取締役社長） 

小口 いづみ氏（(株)ヴィオーラ 営業部長） 

               柳瀬 香織氏（海老根建設(株) 代表取締役） 

 

○県ポータルサイト（視聴はこちらから） 

https://yell.pref.ibaraki.jp/seminar-event/shinnpojiumu2024.html 
 

【問い合わせ先】 

 県産業戦略部労働政策課  

 TEL：029-301-3635（直通）  E-mail：rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 
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令和６年２月 29日 

 

令和５年茨城県労働組合基礎調査結果 
 
１．労働組合数と労働組合員数（表－１） 

茨城県内の労働組合数は８５９組合で、前年の８８２組合を２３組合（△２．６％）下回った。 

労働組合員数は２０６，４０３人となり、前年の２０４，７８３人を１，６２０人（０．８％）上回っ

ている。 

また、パートタイム労働者を組合員としている労働組合数は１６７組合で、前年の１７４組合を７組合

（△４．０％）下回った。 

パートタイム労働組合員数は、３９，２５４人となり、前年の３６，９８３人を２，２７１人（６．１％）

上回った。 

 

（表－１）労働組合数及び組合員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下段は内数で、パートタイム労働者を組合員とする組合数及びパートタイム労働者の組合員数である。 

 

２．茨城県及び全国における推定組織率の推移（表－２） 

  経済センサスと労働力調査から推定した茨城県における推定雇用者数は、１２３万６，１０３人であり、

この数字を基礎に算出した茨城県における労働組合の推定組織率は、１６．７％となっている。 

  

（表－２） 茨城県及び全国における推定組織率の推移 

                                                                                   

 
※茨城県の組合員数は単位労働組合（「単位組織組合」と「単一組織組合」の下部組合（単位扱組合））の合計である。 
推定組織率は、次の方法で算出した。 
推定組織率＝（労働組合員数）÷（（推定）雇用者数）×100 

・全国の雇用者数は、総務省統計局「労働力調査」各年６月分による。 
・令和３年以降の茨城県の推定雇用者数を従来使用していた「平成 26 年経済センサス‐基礎調査（H27.11.30 公表）」か
ら、「令和３年経済センサス‐活動調査」（R5.6.27 公表）に変更したことに伴い、令和３年及び４年の推定組織率を再
計算し、データを修正した。 

・令和元年及び２年の茨城県の推定雇用者数は、「平成 26 年経済センサス‐基礎調査」の結果に、総務省統計局「労働
力調査（各年６月分）」における全国雇用者数の平成２６年６月から各年６月までの伸び率を乗じて算出した推計値。 

・令和４年及び５年の茨城県の推定雇用者数は、「令和３年経済センサス‐活動調査」の結果に、総務省統計局「労働力
調査（各年６月分）」における全国雇用者数の令和３年６月から各年６月までの伸び率を乗じて算出した推計値。 

推定組織率 組合員数 推定雇用者数 推定組織率 組合員数 雇用者数

年　 ％ 人 人 ％ 人 人

令和元年 14.1 200,450 1,416,964 16.7 10,088,000 60,230,000

令和２年 14.7 205,730 1,394,850 17.1 10,115,000 59,290,000

令和３年 17.1 206,585 1,210,001 16.9 10,078,000 59,800,000

令和４年 16.7 204,783 1,223,760 16.5 9,992,000 60,480,000

令和５年 16.7 206,403 1,236,103 16.3 9,938,000 61,090,000

茨城県 全国

 

対前年増減数 対前年増減率 対前年増減数 対前年増減率

年 組合 組合 ％ 人 人 ％

令和元年 891 -39 -4.2 200,450 1,471 0.7

154 -7 -4.3 34,697 3,195 10.1

令和２年 895 4 0.4 205,730 5,280 2.6

167 13 8.4 35,358 661 1.9

令和３年 887 -8 -0.9 206,585 855 0.4

167 0 0.0 37,069 1,711 4.8

令和４年 882 -5 -0.6 204,783 -1,802 -0.9

174 7 4.2 36,983 -86 -0.2

令和５年 859 -23 -2.6 206,403 1,620 0.8

167 -7 -4.0 39,254 2,271 6.1

組合数 組合員数
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３．組織状況（表－３、４、５、６、７、８） 

（１）適用法規別組織状況（表－３） 

   適用法規別にみると、労働組合数では、「労組法」適用組合が７４９組合（組合数合計の８７．２％）、

次いで、「地公法」６３組合（同７．３％）、「国公法」３３組合（同３．８％）の順となっている。 

   労働組合員数では、「労組法」適用労働組合員数が１８２，４３７人（組合員数合計の８８．４％）、

次いで、「地公法」２１，８４６人（同１０．６％）、「地公労法」１，３５９人（同０．７％）の順とな

っている。 

労組法＝労働組合法、行労法＝行政執行法人の労働関係に関する法律、地公労法＝地方公営企業等の労働関係に関する法律、 

国公法＝国家公務員法、地公法＝地方公務員法 

 

（表－３） 適用法規別組織状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下段は内数で、パートタイム労働者を組合員とする組合数及びパートタイム労働者の組合員数である。 

 

 

 

 

859 100.0% 206,403 100.0% -23 1,620

167 100.0% 39,254 100.0% -7 2,271

749 87.2% 182,437 88.4% -23 2,007

154 92.2% 39,043 99.5% -7 2,289

0 0.0% 0 0.0% 0 0

0 0.0% 0 0.0% 0 0

14 1.6% 1,359 0.7% 0 -5

2 1.2% 3 0.0% 0 -1

33 3.8% 761 0.4% 0 -40

2 1.2% 5 0.0% 0 -5

63 7.3% 21,846 10.6% 0 -342

9 5.4% 203 0.5% 0 -12

労組法

地公法

国公法

地公労法

行労法

合計

区分

組合数 組合員数

構成比 構成比 組合数 組合員数

対前年増減
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（２）産業別組織状況（表－４） 
  
 
 
 
 
 

（表－４） 産業別組織状況 

 

※下段は内数で、パートタイム労働者を組合員とする組合数及びパートタイム労働者の組合員数である。 

859 100.0% 206,403 100.0% -23 1,620

167 100.0% 39,254 100.0% -7 2,271

2 0.2% 57 0.0% 0 -2

1 0.6% 4 0.0% 0 -5

1 0.1% 322 0.2% 0 14

0 0.0% 0 0.0% 0 0

42 4.9% 7,031 3.4% 1 74

0 0.0% 0 0.0% 0 0

291 33.9% 71,864 34.8% -9 -1,705

11 6.6% 71 0.2% 0 -142

28 3.3% 2,419 1.2% 0 17

5 3.0% 49 0.1% 0 0

12 1.4% 3,232 1.6% -1 -470

0 0.0% 0 0.0% -2 -2

87 10.1% 6,916 3.4% -5 -187

10 6.0% 118 0.3% -2 -19

86 10.0% 61,486 29.8% 2 5,714

63 37.7% 36,717 93.5% 0 2,479

31 3.6% 10,071 4.9% -1 -273

12 7.2% 167 0.4% -1 -27

6 0.7% 213 0.1% -1 -205

0 0.0% 0 0.0% 0 0

学 術 研 究 、 44 5.1% 4,727 2.3% -6 -146

専門･技術サービス業 11 6.6% 244 0.6% -1 -15

宿 泊 業 、 2 0.2% 208 0.1% 0 -2

飲 食 サ ー ビ ス 業 0 0.0% 0 0.0% 0 0

7 0.8% 1,829 0.9% 0 -11

2 1.2% 115 0.3% 0 0

51 5.9% 9,673 4.7% -3 -127

15 9.0% 83 0.2% -1 4

37 4.3% 4,751 2.3% 0 -388

12 7.2% 161 0.4% -1 1

27 3.1% 6,615 3.2% 0 -349

8 4.8% 1,298 3.3% 0 3

サ ー ビ ス 業 12 1.4% 423 0.2% 0 -41

(他に分類されないもの) 3 1.8% 12 0.0% 1 6

9 1.0% 326 0.2% 0 -2

4 2.4% 11 0.0% 0 0

84 9.8% 14,240 6.9% 0 -291

10 6.0% 204 0.5% 0 -12

区 分
組　合　数 組　合　員　数 対前年増減

卸 売 業 、 小 売 業

構成比 構成比

製 造 業

漁 業

組合数 組合員数

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他

公 務

不動産業、物品賃貸業

生活関連サービス業、娯
楽 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

運 輸 業 、 郵 便 業

合 計

農 業 、 林 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水
道 業

情 報 通 信 業

金 融 業 、 保 険 業

   産業別にみると、労働組合数では、「製造業」が最も多く２９１組合（組合数合計の３３．９％）
と約３分の１を占め、次いで、「運輸業、郵便業」の８７組合（同１０．１％）、「卸売業、小売業」
の８６組合（同１０．０％）の順となっている。 

   また、労働組合員数では、「製造業」が最も多く７１，８６４人（組合員数合計の３４．８％）
と約３分の１を占め、次いで、「卸売業、小売業」の６１，４８６人（同２９．８％）、「公務」
の１４，２４０人（同６．９％）の順となっている。 
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（３）企業規模別組織状況（表－５） 

 

 

 

 

 

 

 

（表－５） 企業規模別組織状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※下段は内数で、パートタイム労働者を組合員とする組合数及びパートタイム労働者の組合員数である。 

「その他」は、１組合が２つ以上の企業または個人労働者から組織された組合などである。 

 

 

 

 

 

構成比 構成比 組合数 組合員数

859 100.0% 206,403 100.0% -23 1,620

167 100.0% 39,254 100.0% -7 2,271

36 4.2% 371 0.2% -3 -28

8 4.8% 41 0.1% -2 0

97 11.3% 3,135 1.5% -2 -142

12 7.2% 89 0.2% -1 4

124 14.4% 9,402 4.6% -7 -679

15 9.0% 173 0.4% 1 13

257 29.9% 12,908 6.3% -12 -849

35 21.0% 303 0.8% -2 17

47 5.5% 6,018 2.9% 0 37

2 1.2% 87 0.2% 0 0

79 9.2% 12,617 6.1% 1 -706

8 4.8% 934 2.4% -3 -62

319 37.1% 144,075 69.8% -12 3,586

104 62.3% 37,707 96.1% -1 2,337

445 51.8% 162,710 78.8% -11 2,917

114 68.3% 38,728 98.7% -4 2,275

46 5.4% 6,798 3.3% 0 -56

5 3.0% 12 0.0% -1 -3

111 12.9% 23,987 11.6% 0 -392

13 7.8% 211 0.5% 0 -18

３０～９９人

１００～２９９人

合計

区分
組合数 組合員数 対前年増減

２９人以下

小計

小計

国公営

３００～４９９人

５００～９９９人

１，０００人以上

その他

   企業規模別にみると、労働組合数では常用労働者３００人以上の合計が４４５組合（組合数合計の

５１．８％）となっており、同２９９人以下の合計が２５７組合（同２９．９％）、国公営が１１１組

合（同１２．９％）となっている。 

   労働組合員数では常用労働者３００人以上の合計が１６２，７１０人（組合員数合計の７８．８％）、

国公営が２３，９８７人（同１１．６％）となっており、これらで全体の９０．４％を占めている。 

２９９人以下の合計は１２，９０８人（同６．３％）となっている。 
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（４）上部団体別組織状況（表－６） 

 

 

 

 

 

 

（表－６） 県内上部団体別組織状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）地域別組織状況（表－７） 

 

 

 

 

 

（表－７） 地域別組織状況 

      

 
※下段は内数で、パートタイム労働者を組合員とする組合数及びパートタイム労働者の組合員数である。 

 

859 100.0% 206,403 100.0% -23 1,620

167 100.0% 39,254 100.0% -7 2,271

104 12.1% 25,448 12.3% -1 -1,344

16 9.6% 622 1.6% 1 73

253 29.5% 51,958 25.2% -6 -1,601

64 38.3% 3,700 9.4% -4 29

84 9.8% 16,887 8.2% -4 -443

10 6.0% 469 1.2% 2 22

284 33.1% 91,027 44.1% -10 5,202

61 36.5% 34,086 86.8% -4 2,251

134 15.6% 21,083 10.2% -2 -194

16 9.6% 377 1.0% -2 -104

区分

組合数 組合員数 対前年増減

構成比 構成比 組合数 組合員数

県西

合計

県北

鹿行

県南

県央

  連合茨城 茨城労連 その他 合計 

組合数 
428 88 343 859 

49.8% 10.2% 39.9% 100% 

組合員数 
153,194 6,452 46,757 206,403 

74.2% 3.1% 22.7% 100% 

 

県内の上部団体への加盟状況をみると、連合茨城（日本労働組合総連合会茨城県連合会）加盟が

４２８組合（組合数合計の４９．８％）、１５３，１９４人（組合員数合計の７４．２％）。 

茨城労連（茨城県労働組合総連合）加盟が８８組合（同１０．２％）、６，４５２人（同３．１％）。 

上述の上部２団体に加盟していない組合が３４３組合（同３９．９％）、４６，７５７人（同 

２２．７％）となっている。 

地域別に組織状況をみると、労働組合数では県南地域が２８４組合（組合数合計の３３．１％）と

最も多く、次いで、県央地域２５３組合（同２９．５％）となっている。 

労働組合員数では県南地域が９１，０２７人（全体の４４．１％）と最も多く、次いで、県央地域

５１，９５８人（同２５．２％）となっている。 
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（６）市・郡別組織状況（表－８） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（表―８） 市・郡別組織状況（行政順） 

 

 

区分 組 合 数 組合員数
　（組合） 構成比 　　（人）構成比 

　（％） 　（％）
県 計 859 100.0% 206,403 100.0%

水 戸 市 150 17.5% 31,480 15.3%

日 立 市 55 6.4% 18,235 8.8%
土 浦 市 43 5.0% 11,584 5.6%
古 河 市 40 4.7% 7,808 3.8%
石 岡 市 22 2.6% 2,298 1.1%
結 城 市 15 1.7% 1,144 0.6%
龍 ケ 崎 市 17 2.0% 1,591 0.8%
下 妻 市 9 1.0% 1,774 0.9%
常 総 市 18 2.1% 1,947 0.9%
常 陸 太 田 市 7 0.8% 743 0.4%
高 萩 市 8 0.9% 925 0.4%
北 茨 城 市 19 2.2% 3,559 1.7%
笠 間 市 18 2.1% 2,204 1.1%
取 手 市 16 1.9% 5,315 2.6%
牛 久 市 13 1.5% 2,562 1.2%
つ く ば 市 94 10.9% 58,539 28.4%
ひ た ち な か 市 35 4.1% 12,547 6.1%
鹿 嶋 市 26 3.0% 6,306 3.1%
潮 来 市 3 0.3% 171 0.1%
守 谷 市 11 1.3% 1096 0.5%
常 陸 大 宮 市 11 1.3% 1,814 0.9%
那 珂 市 3 0.3% 651 0.3%
筑 西 市 26 3.0% 4,626 2.2%
坂 東 市 7 0.8% 828 0.4%
稲 敷 市 18 2.1% 1,290 0.6%
かすみがうら市 14 1.6% 1015 0.5%
桜 川 市 3 0.3% 597 0.3%
神 栖 市 47 5.5% 8,830 4.3%
行 方 市 4 0.5% 1,185 0.6%
鉾 田 市 4 0.5% 395 0.2%
つくばみらい市 15 1.7% 2,331 1.1%
小 美 玉 市 15 1.7% 2,292 1.1%
市 計 786 91.5% 197,682 95.8%

東 茨 城 郡 21 2.4% 1,275 0.6%

那 珂 郡 11 1.3% 1,509 0.7%
久 慈 郡 4 0.5% 172 0.1%
稲 敷 郡 20 2.3% 3,282 1.6%
結 城 郡 4 0.5% 569 0.3%
猿 島 郡 12 1.4% 1,790 0.9%
北 相 馬 郡 1 0.1% 124 0.1%

郡 計 73 8.5% 8,721 4.2%

市・郡別の組織状況をみると、組合数では市計が７８６組合（組合数県計の９１．５％）、郡計が 

７３組合（同８．５％）となっている。組合員数では市計が１９７，６８２人（組合員数県計の９５．８％）、

郡計が８，７２１人（同４．２％）となっている。 

各市・郡別に組合数をみると水戸市が１５０組合（組合数県計の１７．５％）と最も多く、次いで、 

つくば市９４組合（同１０．９％）、日立市５５組合（同６．４％）の順になっている。 

組合員数では、つくば市５８，５３９人（組合員数計の２８．４％）と最も多く、次いで、水戸市が 

３１，４８０人（同１５．３％）、日立市１８，２３５人（同８．８％）の順になっている。 
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～茨城カウンセリングセンターのご案内～ 

 

公益財団法人 茨城カウンセリングセンターは、茨城県と県内の産業界との協力により設

立されたカウンセリングの専門機関です。 

 職場や家庭での人間関係、孤独や不安な気持ちで苦しんでいる方、自らの生き方に悩んで

いる方・・・どうかひとりで背負わないで、お気軽にご相談ください。ご相談内容の秘密は

厳守いたします。 

 

 

 

 場所 面接日 面接料金  

カウンセリングは 

予約制です。 

まずはお電話で 

お申込み下さい。 

電話 029-225-8580 

 

受付時間は 

月～金  9:00～17:00 

土   10:00～17:00 

 

センター 

水戸市桜川 2-2-35 

茨城県産業会館 14 階 

 

水戸駅南口から徒歩４分 

月～土 

10:00～12:00 

13:00～18:00 

※土は 17:00 まで 

※日・祝日除く 

1 回につき

4,400 円 

 

面接時間は 

約 50 分 牛久 

ルーム 

牛久市中央 1-16-1 

「ラウェル牛久」 

中央労金牛久出張所 

2 階会議室 

月 1 回実施 

（原則第２月曜日） 

 

  ※医療機関にかかっている方は、主治医の先生の同意を得た上でお申込み下さい。 

 

 

 

【お問い合わせ】 

                                  公益財団法人茨城カウンセリングセンター 

                           水戸市桜川 2-2-35 茨城県産業会館 14 階 

電話：029-225-8580 

URL：http://www.sunshine.ne.jp/~iccnet/ 

 
     
                 
 
 

Ｘ（旧 Twitter）でも情報発信中 

ぜひフォローしてください 
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勤労者のための生活資金融資制度のご活用を！ 
 

茨城県では、中央労働金庫と提携し勤労者の方に必要な生活資金を低利で融資する制度を設け

ています。保証人はいりません（日本労信協保証）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    融資金利は、令和 5年 10 月 1 日現在の利率です。予告なく変更する場合があります。 

    審査に必要な書類等は、下記までお問合せください。 

 

【対象者】県内に 1 年以上居住又は勤務する勤労者で、現在の勤務先に勤続 1 年以上であり、

前年税込年収が 150 万円以上ある方  

【 使 途 】◆自己及び親族の冠婚葬祭費用（挙式、新婚旅行、葬式、墓地購入、成人式等） 

◆医療費（病気・入院手術、出産、歯科矯正等）◆教育（保育園・各種学校・塾を

含む子どもの学校の入学資金、授業料等）◆災害・交通事故のため必要となった資

金◆転居費用 

【融資金額】100 万円以内 

【 利 率 】年利 1.6％ 別途保証料 0.7％） 

【 返 済 】5年以内（6ヶ月以内の元金措置期間を含む） 

【対象者】県内に 1年以上居住又は勤務していた方で、次のいずれかに該当する方 

      ・失業後 6ヶ月以内で求職活動をしている方（ただし、雇用保険の受給資格があるこ

とが条件） 

      ・勤務先から給料の遅配又は欠配を受けている方 

【 使 途 】◆日常生活に必要な生活資金 

【融資金額】50万円以内  【利率】年利 1.2％（別途保証料 0.7％） 

【 返 済 】5年以内（6 ヶ月以内の元金措置期間を含む） 

勤労者緊急生活資金融資制度 

失業者等緊急生活資金融資制度 

【対象者】県内に 1年以上居住又は勤務する勤労者で、現在の勤務先に勤続 1年以上であり、 

前年税込年収が 150 万円以上ある方で、次のいずれかに該当する方 

      ・勤務先の育児休業・介護休業制度を利用して、休業後復職することが確かな方 

      ・子の看護休暇、又は介護休業を取得する方 

      ・育児又は介護のための所定労働時間の短縮措置を利用する方 

【 使 途 】◆期間中の生活費全般 

【融資金額】100 万円以内 ※休業期間 1ヶ月当たり 10 万円まで（5ヶ月の場合は 50 万円まで） 

【 利 率 】年利 1.5％（別途保証料 0.7％） 

【 返 済 】5年以内（1年以内の元金措置期間を含む） 

育児・介護休業生活資金融資制度 

＜お借入申込み＞中央労働金庫県内各支店 

＜お問い合わせ＞中央労働金庫茨城県本部（Tel:029-221-4181） 

茨城県労働政策課   （Tel:029-301-3635） 
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 を利用しましょう 
 

 

県内には、7 箇所の勤労青少年ホーム及び 6 箇所の働く婦人の家があり、中小企業等で

働く青少年や女性労働者の福祉の増進を図るため、スポーツやレクリエーション、文化教

養等の余暇活動を行う場を提供しています。 

詳細については、各勤労青少年ホーム及び働く婦人の家へお問い合わせください。 
 

 

●勤労青少年ホーム一覧 

名称 所在地 電話番号 

土浦市勤労青少年ホーム 土浦市文京町 9－2 029－822－7921 

古河市勤労青少年ホーム 古河市北利根 10 0280－92－2505 

石岡市勤労青少年ホーム 石岡市石岡 2149－3 0299－24－0322 

下妻市勤労青少年ホーム 下妻市砂沼新田 15 0296－43－7423 

取手市立勤労青少年ホーム 取手市白山 5－1－1 0297－73－5671 

かすみがうら市勤労青少年ホーム 

（R6.3 月末廃止予定） 
かすみがうら市稲吉 2－6－25 029－831－5896 

境町勤労青少年ホーム 猿島郡境町長井戸 1689－1 0280－87－5858 

 

 

●働く婦人の家一覧 

名称 所在地 電話番号 

日立市女性センター 日立市鮎川町 1-1-10 0294－36－0554 

古河市働く女性の家 古河市北利根 10 0280－92－2505 

下妻市働く婦人の家 下妻市今泉 240 0296－43－7929 

取手市立働く婦人の家 取手市白山 5-1-1 0297－73－5671 

つくば市働く婦人の家 つくば市沼田 40-2 029－866－2127 

かすみがうら市働く女性の家 

（R6.3 月末廃止予定） 
かすみがうら市稲吉 3-15-67 029－831－2234 
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茨城県では、働き方改革や女性活躍に関する県内企業の取組状況や優良事例、各種支援策等を

発信するポータルサイトを開設しました。 

働き方改革や女性活躍を進めたいと考えている企業経営者・人事担当者、仕事と家庭を両立し

ながら働きたいと考えている方、管理職になることに不安を感じている働く女性など、県内で働

く皆さまに様々な情報を発信し応援します。 

 

（１）掲載情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＵＲＬ   https://yell.pref.ibaraki.jp/ 

 

（３）特徴 

 これから取組を進めたいと考えている企業様が参考にしやすいように、様々な業種・従

業員規模の優良事例を紹介 

 働き方改革、女性活躍に取り組み始めたきっかけや進め方など、企業経営者等が取り組

む上で、参考になるお話しをまとめた企業代表者へのインタビューを掲載 

 身近に働く女性のロールモデルがいない方に、仕事と家庭の両立や管理職として働く

ことについて、県内企業で活躍する女性へのインタビューを掲載 

 

（４）リンク  各団体様、企業様のＨＰにリンクのご掲載をお願いいたします。 

リンクを掲載いただける場合は、下記バナーデータをお送りできます。 

ご希望される場合は、下記のお問合せ先までご連絡をお願いします。 

 

 

 

（５）お問い合わせ先  茨城県産業戦略部労働政策課 労働経済・福祉Ｇ 

TEL 029-301-3635 Mail:rosei1@pref.ibaraki.lg.jp 

「あなたにエール！～いばらき女性活躍・働き方応援ポータルサイト～」 

○働き方改革優良（推進）認定企業の取組紹介 

○女性リーダー登用先進企業表彰受賞企業の取組紹介 

○県内企業で活躍する女性ロールモデルへのインタビュー  

○働き方改革や女性活躍の先進的な取組をしている企業代表者へのインタビュー 

○「いばらき女性活躍・働き方応援協議会」会員企業の女性活躍推進に関する取組状況の 

見える化（女性管理職の割合、男性の育児休業等の取得率、時間外勤務時間数） 

○国、県、市町村の各種セミナー、助成制度、認定制度等の情報 
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茨城県障害者雇用創出・支援事業

障害者雇用推進
アドバイザーが
障害者雇用推進
アドバイザーが

水戸二中

至土浦 JR常磐線

三の丸小

県三の丸
庁舎

ハローワーク
那珂川

水戸税務署

水戸中央
郵便局

橋
府
水

線
郡
水

水戸駅

〒

いばらき就職
支援センター

至日立

三の丸
ホテル

Te l :029-303-6322
Fax:029-221-6031

県では、障害者雇用を促進するため、関係機関との連携のもと、障害者雇用推進
アドバイザーが日程調整のうえ訪問し、状況をお伺いしながら障害者雇用への
理解促進や仕事の切り出しなどのご提案をするほか、障害者とのマッチングを支
援します。

水戸市三の丸 1-7-41

E-mail: rousei6@pref.ibaraki.lg.jp

茨城県

障害者雇用をお考えの企業の皆様へ

雇用への取り組みの
お手伝いをします‼

こんなお悩みありませんか？

無料

相談・
サービス

雇用の
ミスマッチ
を避けたい

障害の
ある人を
雇用したい

定着支援を
受けたい

助成金制度を
活用したい

障害の
ある人に
対する理解を
深めたい
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安心して働くための「無期転換ルール」をご存知ですか？
平成30年4月から、多くの方に無期転換申込権が発生しています。

まずは契約期間の確認を！！
▶無期転換ルールとは

同一の使用者（企業）との間で有期労働契約が更新されて通算5年を超えたときには、労働者の申込みにより、
期間の定めのない労働契約(無期労働契約）に転換できるルールです。（労働契約法第18条)

1年 1年 1年1年1年 1年 無期転換契約

5年

締
結

更
新

更
新

更
新

更
新

申
込 転

換
更
新

無期転換申込権
発生！

▶対象となる方は
対象となる方は、原則として契約期間に定めがある有期労働契約が通算5年を超える全ての方です。契約社員

やパート、アルバイトなどの名称は問いません。

▶無期転換の申込みは、書面で行うことをお勧めします
無期転換の申込権の発生後、働く方が会社に対して無期転換する旨を申し出た場合、無期労働契約が成立し

ます（会社は断ることはできません）。この申込みは口頭でも法律上は有効ですが、後のトラブルを防ぐため、
書面で行うことをお勧めします。

無期転換ルールの適用を意図的に避けることを目的として、無期転換申込権が発生する前に雇止めや契約期間
中の解雇を行うことは、労働契約法の趣旨に照らして望ましいものではありません。
●有期労働契約の満了前に使用者が更新年限や更新回数などの上限などを一方的に設けたとしても、不当な雇止
めとして許されない場合もありますので、慎重な対応が必要です。
●契約期間の途中で解雇することは、やむを得ない事由がある場合でなければ認められません。

雇止め・契約期間中の解雇等について

▶有期雇用特別措置法とは
通常は、同一の使用者との有期労働契約が通算5年を超えて更新された場合に無期転換申込権が発生しますが、

5年を超えるプロジェクトで有期契約の高度専門職を雇用する事業主や、定年後5年を超えて継続雇用を行う事
業主には、雇用管理に関する特別の措置を講じた場合、無期転換申込権発生までの期間に関する特例が適用され
ます。

▶特例の内容
①高度専門職の特例

・適切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局長の認定を受けた事業主に雇用され、
・高収入で、かつ高度の専門的知識を有し、
・その高度の専門的知識等を必要とし、5年を超える一定の期間に完了する業務に従事する。
有期雇用労働者（高度専門職）については、そのプロジェクトに従事している期間は、無期転換申込権が

発生しません。
②継続雇用の高齢者の特例

・適切な雇用管理に関する計画を作成し、都道府県労働局の認定を受けた事業主の下で、
・定年に達した後、引き続いて雇用される
有期雇用労働者（継続雇用の高齢者）については、その事業主に定年後引き続いて雇用される期間は、無期
転換申込権が発生しません。

▶手続き・その他参考情報
特例の適用を受けるためには、雇用管理措置に関する計画の認定申請が必要です。詳しくは厚生労働省HP

（ https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_21917.html ）をご覧ください。
また、無期転換ルールの概要やメリット、無期転換ルールに関する特例の詳細については「無期転換ポータルサイ
ト」( https://muki.mhlw.go.jp/ ）をご覧ください。

高度専門職・継続雇用の高齢者に関する無期転換ルールの特例

【問い合わせ先】茨城労働局 雇用環境・均等室 〒310-8511 水戸市宮町1-8-31 ☎029-277-8295
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参考様式 無期労働契約転換申込書・受理通知書の例

無期労働契約転換申込書

殿

申出日 令和 年 月 日

申出者氏名 印

私は、現在の有期労働契約の契約期間の末日までに通算契
約期間が5年を超えますので、労働契約法第18条第1項に基づ
き、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）への転換を
申し込みます。

無期労働契約転換申込み受理通知書

殿

受理日 令和 年 月 日

職氏名 印

あなたから令和 年 月 日に提出された無期労働
契約転換申込書について受理しましたので通知します。
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同一労働同一賃金への対応について
～正社員と非正規社員の間の不合理な待遇差が禁止されています！～

同一企業内における正社員（無期雇用フルタイム労働者）と非正規社員の間の不合理な待
遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択しても待遇に納得して働き続けることができるよう、パー
トタイム・有期雇用労働法※1 や施行規則、同一労働同一賃金ガイドライン（短時間・有期雇用労働
者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針）、パートタイム・有期雇用労
働指針が企業規模に関わらず令和3年４月１日より全面施行されています。

※1 パートタイム労働者だけでなく、有期雇用労働者も法の対象に含まれることになりました。

法律の名称も、「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」から「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理

の改善等に関する法律」（いわゆる「パートタイム・有期雇用労働法」）に変わりました。

不合理な待遇差の禁止
同一企業内において、正社員と非正規社員の間で、基本給や賞与などあらゆる待遇について不合理な待

遇差を設けることは禁止されます。
裁判の際に判断基準となる「均衡待遇規定」「均等待遇規定」が法律に整備されました。

均衡待遇規定＜法第８条＞

(不合理な待遇差の禁止)

①職務内容※2、②職務内容・配置の変更の範囲、③その他の事情

の内容を考慮して不合理な待遇差を禁止するもの

均等待遇規定＜法第９条＞

(差別的取扱いの禁止)
①職務内容※2、②職務内容・配置の変更の範囲

が同じ場合は、差別的取扱いを禁止するもの
※2 職務内容とは、業務の内容＋責任の程度をいいます。

➊ 均衡待遇規定について、個々の待遇※3ごとに、当該待遇の性質･目的に照らして適切と認められる事
情を考慮して判断されるべき旨を明確化。＜法第８条＞

※3 基本給、賞与、役職手当、食事手当、福利厚生、教育訓練など

パート 有期 派遣

均衡待遇規定 ○ → ◎ ○ → ◎ △ → ○＋労使協定
均等待遇規定 ○ → ○ × → ○ × → ○＋労使協定
ガイドライン（指針） × → ○ × → ○ × → ○

【改正前→改正後】○：規定あり △：配慮規定 ×：規定なし ◎：明確化

３

１

➋ 均等待遇規定について、 新たに有期雇用労働者も対象とする。＜法第９条＞
➌ 待遇ごとに判断することを明確化するため、ガイドライン（指針）を策定。＜法第15条＞

２

多様な働き方の実現応援サイト （https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/）では、
パートタイム・有期雇用労働法で求められる企業の対応について、解説動画
や職務評価分析、セミナーのご案内等パートタイム・有期雇用労働に関する
様々な情報を掲載しています。ぜひご活用ください。

お役立ち情報～解説動画～お役立ち情報～個別支援(無料)～

【問い合わせ先】 茨城働き方改革推進支援センター
☎0120－971－728(平日9:00～17:00)

同一労働同一賃金のための社内の仕組みや規定の整
備等お困りではありませんか？
電話相談のほか、専門家派遣による個別の支援も受け
られます。

ぜひ、ご活用
ください！
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このガイドライン（指針）は、正社員（無期雇用フルタイム労働者）と非正規社員（パートタイ
ム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者）との間で、待遇差が存在する場合に、いかなる待遇差
が不合理なものであり、いかなる待遇差が不合理なものでないのか、原則となる考え方及び具体
例を示したものです。原則となる考え方が示されていない待遇や具体例に該当しない場合について
は、各社の労使で個別具体の事情に応じて議論していくことが望まれます。

※待遇差が不合理か否かは、最終的に司法において判断されることにご留意ください。

給与明細書

基本給
円

役職手当
円

通勤手当
円

賞与
円

時間外手当
円

深夜出勤手当
円

休日出勤手当
円

家族手当
円

住宅手当
円

労働者の「①能力又は経験に応じて」、「②業績又は成果に応じ
て」、「③勤続年数に応じて」支給する場合は、①、②、③に応
じた部分について、同一であれば同一の支給を求め、一定の違い
があった場合には、その相違に応じた支給を求めています。

労働者の役職の内容に対して支給するものについては、
正社員と同一の役職に就くパートタイム労働者・有期雇用
労働者には、同一の支給をしなければなりません。

また、役職の内容に一定の違いがある場合においては、
その相違に応じた支給をしなければなりません。
※ 同様の手当…特殊作業手当（同一の危険度又は作業環境の場合）

特殊勤務手当（同一の勤務形態の場合）
精皆勤手当（同一の業務内容の場合） 等

パートタイム労働者・有期雇用労働者には正社員と同一の
支給をしなければなりません。
※ 同様の手当…単身赴任手当（同一の支給要件を満たす場合）等

会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給するものについて
は、正社員と同一の貢献であるパートタイム労働者・有期雇用
労働者には、貢献に応じた部分につき、同一の支給をしなけれ
ばならない。また、貢献に一定の違いがある場合においては、
その相違に応じた支給をしなければなりません。

正社員と同一の時間外、休日、深夜労働を行ったパートタイム労働者・有期雇用労働者には、
同一の割増率等で支給をしなければなりません。

家族手当、住宅手当等
はガイドラインには
示されていませんが、
均衡・均等待遇の対象
となっており、各社の
労使で個別具体の事情
に応じて議論していく
ことが望まれます。

基 本 給

役職手当等

通勤手当等

賞 与

時間外手当等

家族手当・住宅手当等

正社員とパートタイム労働者・有期雇用労働者の賃金の決定
基準・ルールに違いがあるときは、「将来の役割期待が異なる
ため」という主観的・抽象的説明では足りず、賃金の決定基準・
ルールの違いについて、職務内容、職務内容・配置の変更範囲、
その他の事情の客観的・具体的な実態に照らして不合理なもの
であってはならないとしています。

「同一労働同一賃金ガイドライン」の概要
（短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針）

▶パートタイム・有期雇用労働法 についてのお問い合わせは、茨城労働局 雇用環境・均等室へ

水戸市宮町1-8-31（☎ 029-277-8295）

▶パートタイム・有期雇用労働法への対応に向けた取組手順書や業種別マニュアルなど、

取組の参考となる情報は、厚生労働省ホームページへ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000144972.html
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労働契約の締結・更新のタイミングの労働条件明示事項が追加されます

明示のタイミング 新しく追加される明示事項

全ての労働契約の締結時と
有期労働契約の更新時

1．就業場所・業務の変更の範囲

有期労働契約の
締結時と更新時

2．更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）の有無と内容

併せて、最初の労働契約の締結より後に更新上限を新設・短縮する
場合は、その理由を労働者にあらかじめ説明することが必要になり
ます。

無期転換ルール※に基づく
無期転換申込権が発生する

契約の更新時

3．無期転換申込機会

4．無期転換後の労働条件

併せて、無期転換後の労働条件を決定するに当たって、就業の実態
に応じて、正社員等とのバランスを考慮した事項について、有期契約
労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

※ 同一の使用者との間で、有期労働契約が通算５年を超えるときは、労働者の申込みにより、期間の定めの

ない労働契約（無期労働契約）に転換する制度です。

詳しくは裏面や

厚生労働省ホームページ

もご覧ください！
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（2023年10月）

労
働
条
件
明
示
の

無期転換申込機会の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※3に、無期転換を申し込
むことができる旨（無期転換申込機会）の明示が必要になります。3

就業場所・業務の変更の範囲の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

全ての労働契約の締結と有期労働契約の更新のタイミングごとに、「雇い入
れ直後」の就業場所・業務の内容に加え、これらの「変更の範囲」※1 について
も明示が必要になります。

１
全ての労働者に対する明示事項

有期契約労働者に対する明示事項等

詳しい情報や相談先はこちら

• 改正事項の詳細を知りたい → 厚生労働省ウェブサイト（①）

• 無期転換の取り組み事例や参考となる資料がほしい → 無期転換ポータルサイト（②）

• 今回の制度改正や労働条件明示、労働契約に関する民事上の紛争について

→ 都道府県労働局/監督課、雇用環境・均等部（室）、全国の労働基準監督署（③）

② ③

※1 「変更の範囲」とは、将来の配置転換などによって変わり得る就業場所・業務の範囲を指します。
※2 有期契約労働者の雇止めや契約期間について定めた厚生労働大臣告示（有期労働契約の締結、更新及び雇止めに

関する基準）
※3 初めて無期転換申込権が発生する有期労働契約が満了した後も有期労働契約を更新する場合は、更新のたびに、

今回の改正による無期転換申込機会と無期転換後の労働条件の明示が必要になります。
※4 労働契約法第3条第2項において、労働契約は労働者と使用者が就業の実態に応じて均衡を考慮しつつ締結又は変

更すべきものとされています。

更新上限の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

有期労働契約の締結と契約更新のタイミングごとに、更新上限(有期労働契約
の通算契約期間または更新回数の上限)の有無と内容の明示が必要になります。2

無期転換後の労働条件の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※３に、無期転換後の労働
条件の明示が必要になります。

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換後の賃金等の労働条件を決
定するに当たって、他の通常の労働者（正社員等のいわゆる正規型の労働者及び無期雇用フルタ
イム労働者）とのバランスを考慮した事項※4（例：業務の内容、責任の程度、異動の有無・範囲
など）について、有期契約労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

4
均衡を考慮した事項の説明 【雇止め告示※2の改正】

下記の場合は、更新上限を新たに設ける、または短縮する理由を有期契約労働者にあらかじめ
（更新上限の新設・短縮をする前のタイミングで）説明することが必要になります。

ⅰ 最初の契約締結より後に更新上限を新たに設ける場合
ⅱ 最初の契約締結の際に設けていた更新上限を短縮する場合

更新上限を新設・短縮する場合の説明 【雇止め告示※2の改正】

（注）無期転換ルールの適用を免れる意図をもって、無期転換申込権が発生する前の雇止めや契約期間中の解雇等を行
うことは、「有期労働契約の濫用的な利用を抑制し労働者の雇用の安定を図る」という労働契約法第18条の趣旨に
照らして望ましいものではありません。

①
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企業が宣材写真の

撮影を委託

消費者が家族写真の撮影を委託

（事業者からの委託ではない）

自作の写真集をネットで販売

（売買であって委託ではない）

フリーランスの取引に関する

新しい法律ができました
「フリーランス・事業者間取引適正化等法」が2023年5月12日に

公布されました。2024年秋頃までに施行予定です。

法律の目的

この法律は、フリーランスの方が安心して働ける環境を整備するため、

①フリーランスの方と企業などの発注事業者の間の取引の適正化 と

②フリーランスの方の就業環境の整備

を図ることを目的としています。

法律の適用対象

発注事業者とフリーランスの間の「業務委託」に係る事業者間取引

フリーランス 業務委託の相手方である事業者で、従業員を使用しないもの

発注事業者 フリーランスに業務委託する事業者で、従業員を使用するもの

※ 一般的にフリーランスと呼ばれる方には、「従業員を使用している」「消費者を相手に取引をしている」

といった方も含まれますが、この法律における「フリーランス」には該当しません。

例：フリーランスとして働くカメラマンの場合

⚫ この法律上は、フリーランスは「特定受託事業者」、発注事業者は「特定業務委託事業者」とされていますが、この

リーフレットでは伝わりやすさを優先し、それぞれ「フリーランス」、「発注事業者」と表現しています。

⚫ 「従業員」には、短時間・短期間等の一時的に雇用される者は含まないこととしており、具体的には、「週労働20時間

以上かつ31日以上の雇用が見込まれる者」を「従業員」とすることを想定しています。

⚫ なお、契約名称が「業務委託」であっても、働き方の実態として労働者である場合は、この法律は適用されず、労働基

準法等の労働関係法令が適用されます。

企業

(従業員を使用)

フリーランス
(従業員を使用していない)

この法律の対象

消費者

消費者・企業

(不特定多数)

この法律の対象外
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①

⚫ この法律は、2024（令和6）年秋ごろまでの施行を予定しており、従業員の範囲や継続的業務委託の具体的な期間、発注

事業者の義務の具体的な内容などは、施行までの間に、政省令・告示などで定められる予定です。

⚫ 詳細な法律の内容については、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、

項目④～⑦については、厚生労働省

までお問合せください。

※継続的業務委託：一定の期間以上行う業務委託のこと。具体的な期間については、今後、政令で定められる予定です。

法律の内容

発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者

• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託する事業者

◼ 従業員を使用している

◼ 継続的業務委託※をする

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

①
書面等による取引条件

の明示

業務委託をした場合の、書面等による「委託する業務の内容」「報酬の額」「支払期

日」等の取引条件を明示すること

②
報酬支払期日の設定・

期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて60日以内の報酬支払期日を設定し、期日内

に報酬を支払うこと

③ 禁止事項

フリーランスに対し、継続的業務委託をした場合に法律に定める行為をしてはならな

いこと

例えば、フリーランスに責任がないにもかかわらず、「発注した物品等を受け取らないこと」、

「発注時に決めた報酬額を後で減額すること」、「発注した物品等を受け取った後に返品するこ

と」などが禁止されます。

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、

• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと

• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤
育児介護等と業務の

両立に対する配慮

継続的業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できるよう、

フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

例えば、「フリーランスが妊婦検診を受診するための時間を確保できるようにしたり、就業時間

を短縮する」、 「育児や介護等と両立可能な就業日・時間としたり、オンラインで業務を行うこ

とができるようにする」といった対応が想定されます。

⑥
ハラスメント対策に

係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関する相談対応のための体制整備などの措

置を講じること

例えば、「従業員に対してハラスメント防止のための研修を行う」、「ハラスメントに関する相

談の担当者を決める」、「ハラスメントが発生した場合には、迅速に事実関係を把握する」など

の対応が想定されます。

⑦ 中途解除等の事前予告
継続的業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、原則として

30日前までに予告しなければならないこと
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今期の事件の状況（令和５年 12 月１日～令和６年１月 31 日） 

 

  

労働委員会の窓から 

労働委員会は、中立・公正な立場で、労使紛争の解決に向けて争議の調整や不当

労働行為の審査などを行っています。労働組合や使用者だけでなく、労働者個人で利

用できるあっせん制度もありますので、是非ご活用ください。 

審査事件  (
労働組合又は労働者からの申立てにより、不当労働行為に

該当するかどうかを判定し、該当する場合救済を図る制度) 

・・・・当該期間中に新規申立てはありませんでした。 

係属中の事件は２件です。 

 

調整事件  (
労働組合と使用者との間の紛争に 

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請はありませんでした。 

係属中の事件はありません。 

 

個別あっせん事件  (
個々の労働者と使用者との間の紛争に

ついて話合いにより解決を図る制度) 
・・・・当該期間中に新規申請が２件ありました。 

２件が終結し、１件が係属中です。 

【新規事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
あっせん事項 

Ｒ５(個) 

第５号事件 
建設業 

Ｒ５.12.７ 

労働者 
本採用拒否に係る解決金等の請求 

Ｒ６(個) 

第１号事件 

教育、 

学習支援業 

Ｒ６.１.４ 

労働者 
ハラスメントに係る謝罪、和解金の請求 

次頁に続く 
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委員の任命について 
 

令和６年２月１日付けで、第 48 期茨城県労働委員会労働者委員が新たに任命されました。 
 

氏 名 現 職 

千葉
ち ば

 高則
たかのり

 日本郵政グループ労働組合茨城連絡協議会議長 

 

  

【お問い合わせ先】茨城県労働委員会事務局 
 

〒310－8555 水戸市笠原町 978 番 6 
TEL 029－301－5563（総務調整課）、029－301－5568（審査課） 
E-mail roudoui@pref.ibaraki.lg.jp 
URL https://www.pref.ibaraki.jp/soshiki/roudoui/index.html 

～労使紛争の迅速・的確な解決を目指します～ 

【終結事件の概要】 

事件名 業種 
申請年月日 

申請者区分 
あっせん事項 終結状況 

Ｒ５(個) 
第３号事件 

小売業 
Ｒ５.９.６ 
労働者 

① 私傷病による自然退職
の撤回及び復職 

② パワハラ・セクハラの
再発防止 

③ 公平な人事上の取扱い 
④ 復職がかなわない場合

には解決金 

令和５年12月12日、
当事者間の主張の
隔たりが大きく、合
意形成が困難であ
ったことから、打切
りを決定し終結し
た。 
（終結までの所要
日数98日） 

Ｒ６(個) 
第１号事件 

新規事件の概要に同じ 

令和６年１月26日、
被申請者のあっせ
んに応じない意思
が明確になったた
め、打切りとして終
結した。 
（終結までの所要
日数23日） 

 

お知らせ 
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（１）取扱状況 

令和５年における調整事件（あっせん）の取扱件数は、前年からの繰越事件２件及び新規係

属事件３件の計５件で、新規係属事件３件は全て労働組合からの申請でした。事件数は昨年と

同数でした。 

 Ｒ４年 Ｒ５年 前年比 

調整事件数 ５件 ５件 ±０件 

（２）終結状況 

係属した事件５件全てが終結しました。 

 

 

 

（１）取扱状況 

令和５年における不当労働行為事件の審査の取扱件数は、前年からの繰越事件１件及び新規

申立事件１件の計２件でした。事件数は昨年と同数でした。 

 Ｒ４年 Ｒ５年 前年比 

審査事件数 ２件 ２件 ±０件 

（２）終結状況 

係属した事件２件全てを翌年に繰り越しました。 

 

 

 

（１）取扱状況 

令和５年における個別的労使紛争に係るあっせんの取扱件数は、前年からの繰越事件２件及

び新規係属事件５件の計７件でした。新規係属事件５件のうち、労働者からの申請は４件で、

使用者からの申請は１件でした。 

なお、新規係属事件を業種別にみると、「学術、研究開発」、「教育、学習支援」、「小売業」、

「製造業」及び「建設業」が各１件でした。事件数は昨年より１件多くなっています。 

 Ｒ４年 Ｒ５年 前年比 

個別あっせん事件数 ６件 ７件 ＋１件 

（２）終結状況 

係属した事件７件のうち、１件が「打切り」、４件が「被申請者あっせん不参加による打切

り」、１件が「取下げ」で終結し、残り１件は翌年に繰り越しました。 

（３）労働相談 

令和５年における労働委員会が直接受けた個別的労使紛争に関する労働相談は、56件でした

（個別的労使紛争のあっせんに係る労働相談会での相談８件を含む。）。 

相談内容は、「職場の人間関係」が25件と最も多く、次いで「経営又は人事」及び「賃金等」

が各14件、「労働条件等」が12件、「その他」が４件でした。 

（※複数項目に該当する相談があるため、相談件数と相談内容の内訳の計は一致しません。） 

１ 調整事件 

２ 審査事件 

３ 個別的労使紛争に係るあっせん事件 

令和５年における労働委員会の活動状況を報告します 
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